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不動産流動化市場① （不動産ストック市場）
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国内不動産ストック 約2,400兆円
（土地約1,100兆円 建物等1,300兆円）

企業不動産 約470兆円
（オフィス・商業施設）

収益不動産 約208兆円

ＲＥＩＴ保有高
約15.5兆円

私募ファンド
保有高

約14.5兆円

東京23区

約98兆円

公的不動産
約590兆円

（REIT・私募ファンド
保有分除く ）

*2

*1

*1

*1）三井住友トラスト基礎研究所「不動産私募ファンドに関する実態調査 2016年12月」
*2）ARES「ARES J-REIT Datebook」・「J-REIT保有不動産の所在地別比率」、野村総合研究所「日本の不動産投資市場 2016」より当社推計
*3）東京都主税局資産税部固定資産税課公表の2016年1月1日現在の「非木造家屋」のうち、「事務所・店舗・百貨店」の棟数及び床面積。
*4)23区の賃貸マンション・アパートのみ。分譲マンションは含まず。
*5)東京都都市整備局による2013年3月公表の「マンション実態調査結果」（2011年8月1日調査）
*6)上記2013年3月「マンション実態調査結果」を元に当社推定。
*7)東京都都市整備局による「東京のマンション2009」調査結果を元に当社推定。

その他 約1,340兆円
（住宅、耕地、林地など）

地方公共団体所有
不動産
約450兆円

出所：国土交通省資料より当社作成

東京23区ストック 約12万棟

建物数 56,160棟

総床面積 3,337万坪

建物数 * 5 68,454棟（100万戸 * 6 ）

総床面積 * 7 2,118万坪

23区収益マンションストック * 4

23区オフィスビルストック * 3

～東京23区の一棟オフィスビル・マンションは約12万棟。豊富なストックが存在～
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ブルーオーシャン・ストラテジー

市場占有率わずか約1％で

トーセイの売上は1,000億円を達成

首都圏売買流通量（10億円未満の中小型物件）は

年間 約10兆円 と推計
（オフィス・マンション・商業施設・倉庫）

2017年11月期２Q時点において入手可能な情報から推計した算定値のため、今後の入手情報等により変動致します。

*1

* 1

主要不動産流通各社「売買仲介実績」、
法務省「不動産登記件数」、当社の営業仕入情報より推計

不動産流動化市場② （首都圏における中小型物件の不動産流通量）

～首都圏の不動産流通量（中小型物件）は年間約10兆円（当社推計）。マーケットは大きい～
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日本の総人口は減少が続いているが、東京23区の人口は2030年の978万人まで上昇を続ける見通し。東京23区におけるオ
フィスビルや住宅・マンション需要の拡大が引き続き期待されている。
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出所：東京都総務局統計部「東京都統計年鑑」より当社作成

実績 見通し推計

＊原則、各年10月1日の人口

＊実績は国政調査、推計・予測は東京都のデータを引用

東京都の人口
～東京23区の人口は2030年まで増加する見通し。引き続き不動産需要が見込まれる～
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従業員
50名未満の
事業所割合

95%

東京都の事業所数

東京都において、従業員50名未満の中小事業所が全事業所数の95%を占めており、中型・小型オフィスビルの需要は底堅
い。

～東京都では従業員50名未満の事務所が95％を占め、中型・小型オフィスビルの需要は底堅い～

出所：東京都総務局統計部「東京都統計年鑑」より当社作成
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上場企業等の不動産取引

2016年上半期は市場への物件供給に加え、海外投資家を中心に割高な不動産取引を控えたことから取引が減少した。しか
し、J-REITによる物件取得が堅調に推移し、また、国内不動産会社・海外投資家による大型・高額物件の取引が相次いだこ
とから、2016年下半期の不動産取引額が大きく増加。その結果、2016年度の不動産取引額は前年比0.5%増の4兆1,082億
円となった。

出所：都市未来総合研究所「不動産トピックス」より当社作成

2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

取引額(億円） 24,801 20,325 21,121 24,082 26,279 41,228 43,489 54,484 18,585 16,648 20,549 17,225 26,585 45,997 52,890 40,897 41,082

取引件数 594 524 648 846 859 1,155 1,340 1,199 502 513 676 673 810 1,241 1,259 1,014 1,124

平均単価（億円） 41.8 38.8 32.6 28.5 30.6 35.7 32.5 45.4 37.0 32.5 30.4 25.6 32.8 37.1 42.0 40.3 36.5

～2016年度下半期の不動産取引額は大きく増加～
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J-REITの物件取得額

出所： ARES「J-REIT Databook」より当社作成

良好な資金調達環境を背景にJ-REITの物件取得は活発に行われている。2016年1月～12月のJ-REITの物件取得額は前
年比10.8％増加の1兆7,692億円となり、不動産投資市場を牽引している。また、2017年1月～4月における物件取得額は、ほ
ぼ前年同期と同じペースで推移している。

2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
2016年

1～4月

2017年

1～4月

取引額（億円） 3,580 3,649 5,623 8,094 13,422 21,844 15,064 10,079 2,466 5,297 7,108 8,042 22,865 15,958 15,971 17,692 7,406 7,165

取引件数 47 98 84 217 425 543 503 208 57 83 161 202 506 394 434 367 115 121

平均単価（億円） 76.1 37.2 66.9 37.3 31.5 40.2 29.9 48.4 43.2 63.8 44.1 39.8 45.1 40.5 36.8 48.2 64.4 59.2
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～良好な資金調達環境を背景に、J-REITによる不動産取得が国内の不動産取引を牽引～
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（＊1） （＊2） （＊3）

出所 フラット35（＊1）、日本銀行（＊2）、財務省（＊3）データより当社作成
＊1：フラット35最低金利 返済期間が21年以上35年以下、融資率が9割以下の場合の全期間固定借入金利
＊2：都市銀行（みずほ銀行、三菱東京UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、埼玉りそな銀行）における新規貸出（期間1年以上）の約定平均金利
＊3：流通市場における固定利付国債の実勢価格に基づいて算出した10年国債の半年複利金利（半年複利ベースの最終利回り）

1.09%

（2017年6月）

0.65%

（2017年3月）

0.04%

（2017年5月）

10年国債金利は、マイナス金利導入決定の影響を受け2016年2月より一時マイナスに転じていたが、2016年11月以降は0％
台を回復し2017年5月末の金利は0.04%となった。国債金利上昇の影響を受け、住宅ローン金利も上昇傾向にあるが、一般
企業向けの銀行貸出金利は引き続き非常に低い金利で推移している。

金利
～銀行貸出金利は低金利が続き、不動産取引を後押し～
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イールドギャップ （プライムオフィス市場）

出所：Deutsche Asset Management「ジャパン・クオータリー」

東京

シドニー

ロンドン

香港

ニューヨーク

シンガポール

10

443bps

各国の10年国債利回り(%)

2017年3月 2017年5月
（直近）

日本 0.071 0.044

イギリス 1.140 1.051

オーストラリア 2.719 2.409

米国 2.389 2.211

シンガポール 2.245 2.077

香港 1.617 1.299

2017年3月の東京におけるイールドギャップは443bps（前年同期比で38bps低下）と、物件価格上昇にともなう取引利回り低下
の影響で2016年にくらべて水準が少し下がっている。しかし、200～300bps程度のロンドンやニューヨークにくらべ、東京は魅
力的な不動産投資マーケットと見られている。

出所： Investing.comより当社作成

～低金利が続く東京は、先進国のなかで最もイールドギャップが厚く、海外投資家からも注目される市場～
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国内銀行の貸出残高は、2010年以降、総貸出および不動産業向け貸出ともに増加傾向にあり、2017年3月末の貸出残高は
72兆円を超え、不動産業向け貸出残高比率も14.9％と高水準となった。

出所：日本銀行「貸出先別貸出金」より当社作成

（単位：兆円）

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年3月

総貸出残高（A) 432.3 409.8 398.5 398.9 406.9 410.6 427.1 421.4 413.2 416.1 423.9 435.9 450.0 464.9 477.9 482.7

不動産業向け貸出残高（B) 53.1 48.1 51.3 53.1 58.1 59.5 59.2 60.5 59.6 59.5 60.3 61.1 62.5 65.7 70.3 72.1

（B)÷（A) 12.3% 11.8% 12.9% 13.3% 14.3% 14.5% 13.9% 14.4% 14.4% 14.3% 14.2% 14.0% 13.9% 14.1% 14.7% 14.9%
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～銀行貸出金利の低金利が続き、不動産業向け貸出需要は拡大。金融機関の不動産業向け
貸出残高は72兆円を超える～
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日本銀行が実施したアンケート調査によると、不動産業の企業からみた金融機関の貸出姿勢は緩い。しかし、大企業とくら
べ財務内容等が劣る中小企業の一部では、金融機関の貸出姿勢が徐々に厳しくなっていると回答しており、金融機関側によ
る貸出企業の選別の動きが始まっていること予想される。

出所：日本銀行「短観（業種別計数）」より当社作成

金融機関の不動産業向け貸出姿勢

大企業：資本金10億円以上
中堅企業：資本金1億円以上10億円未満
中小企業：資本金2千万円以上1億円未満

調査方法
日本銀行が対象企業に最近の金融機関の貸出態度について調査。
対象企業は以下の選択肢から回答を選択。
・選択肢：「1.緩い」、「2.さほど厳しくない」、「3.厳しい」
日本銀行は対象企業からの回答を以下の通り算出される「DI」（Diffusion Index）という指標に加工・集計。
・DI（%ポイント）=「1.緩い」の回答社数構成比（%）-「3.苦しい」の回答社数構成比（%）
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～金融機関の不動産業向け貸出姿勢は前向きな姿勢が続いているが、不動産価格の
高値警戒感から、金融機関の一部では貸出企業の選別の動きが見られている～
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～東京23区の不動産取引利回りは、オフィスビル・マンションともにリーマンショック前を下回り、
不動産価格は上昇を続けている～
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＊1)取引利回り：投資家が実際の市場を観察して想定する取引利回りのことで、単年度の純収益(NOI）を市場価格で割ったもの。
＊2)オフィスビル：東京都千代田区丸の内、大手町地区のAクラスビルを想定

想定条件は、最寄駅より徒歩5分以内、築5年以内、延床面積50,000㎡以上、基準階貸室面積1,500㎡以上など
＊3)マンション：東京都目黒区、世田谷区のファミリー向け1棟マンションを想定

想定条件は、最寄駅から徒歩10分以内、築5年以内、平均専用面積50～80㎡、総戸数50戸程度など

*1）

*2） *3）

投資家が実際の市場を観察して想定した取引利回りは、オフィスビル・マンションともにリーマンショック前の取引利回りを下
回っている。

出所：日本不動産研究所「不動産投資家調査」より当社作成
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2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

商業地 1,578,600 1,513,000 1,650,800 1,620,800 1,606,100 1,603,600 1,728,000 2,110,800 2,595,100 2,408,700 2,075,300 2,023,900 1,972,800 1,948,900 2,101,000 2,226,200 2,368,900 2,602,800

前年比（％） -6.1 -4.2 9.1 -1.8 -0.9 -0.2 7.8 22.2 22.9 -7.2 -13.8 -2.5 -2.5 -1.2 7.8 6.0 6.4 9.9

住宅地 467,700 454,000 450,300 443,000 438,300 440,300 454,900 517,500 579,400 530,500 492,000 487,800 484,000 478,000 504,800 518,600 524,100 549,100

前年比（％） -4.0 -2.9 -0.8 -1.6 -1.1 0.5 3.3 13.8 12.0 -8.4 -7.3 -0.9 -0.8 -1.2 5.6 2.7 1.1 4.8

公示価格 （東京23区）

東京23区の公示価格は商業地・住宅地とも上昇を続けている。大型再開発事業や交通インフラの整備が活発な商業地では
、2017年の公示価格は2,602千円/㎡（前年比+9.9％）と2008年（リーマンショック前）の公示価格2,595千円/㎡を超えた。また、
住宅地では利便性に優れた23区内の用地需要が引き続き強く、2017年の公示価格は549千円/㎡と前年度比で4.8%上昇し
た。

出所：東京都財務局「地価公示 区市町村別用途 平均価格の推移」より当社作成

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（円/㎡） 商業地 住宅地

～東京23区の公示価格は上昇を続け、商業地価格はリーマンショック前の㎡単価を上回る～
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15

世界の商業用不動産投資額 （2016年1～12月）

東京の都市別投資額（2016年1～12月）は、世界第6位の138億米ドルである。

出所：ジョーンズラングラサール「ジャパン・キャピタル・フロー」より当社作成

～東京の不動産価格は上昇が続くも、イールドギャップが厚く海外投資家から底堅い投資が続
く。東京への商業用不動産投資額は世界第6位。
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米国 104.8兆円
62%

日本 11.5兆円
7%

オーストラリア 10.1兆円
6%

フランス 7.7兆円
5%

英国 7.2兆円
4%

シンガポール 5.4兆円
3%

カナダ 4.7兆円
3%

香港 2.8兆円
2%

南アフリカ 2.8兆円
2%

メキシコ 1.5兆円
1%

その他 9.3兆円
5%

16

2016年10月末時点

銘柄数
2016年

10月末時点

日本 米国 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ フランス 英国 カナダ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 香港 南ｱﾌﾘｶ メキシコ 合計

56 221 49 31 44 45 37 9 29 11 878

世界のREIT市場

時価総額167.8兆円

（878銘柄）

世界のREIT市場

世界リート市場は、2016年10月末で時価総額167.8兆円（878銘柄）となっており、日本は時価総額11.5兆円で世界2位の規模
となっている。

出所： ARES「不動産証券化ジャーナル」より当社作成

～世界のREIT市場のなかで、日本は米国に次ぐ世界第2位の市場～
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17

不動産ファンド市場

J-REITの市場規模は国内特化型不動産私募ファンド運用資産額を上回り、2016年12月末時点において15.5兆円となった。
また、私募ファンド運用資産額は14.5兆円に拡大している。上記に加えて、グラフ外のグローバルファンドの国内不動産運用
資産額1.1兆円を加算して算出した2016年12月末の不動産ファンド市場規模は31.1兆円となり、1年前の調査時（2015年12月
末）の市場規模28.8兆円から増加を続けている。

出所：三井住友トラスト基礎研究所「不動産私募ファンドに関する実態調査」より当社作成

～J-REITは15.5兆円、私募ファンド（私募REITを含む）は14.5兆円の市場へ拡大～
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18

私募REIT市場

国内私募REITは、運用が開始された2010年11月以降、順調に資産額を積み上げている。2017年3月末時点において、資産
規模（取得価格ベース）は前年同月比+5,927億円の2兆1,944億円に拡大している。

出所： ARES「私募リート・クォータリー」より当社作成

～私募REITは2.1兆円の市場へ拡大～
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データ公表日：2017年4月
調査対象：1986年以降竣工ビル（事務所延床面積10,000㎡以上）

19

オフィスビル賃貸市場① （東京23区の大規模オフィス供給量）

東京23区大規模オフィスの今後5年間（2017～21年）の平均供給量は、過去平均並みの103万㎡/年となる見込み。2018年に
は過去平均を大きく上回る140万㎡の供給が予定されているが、好調な企業業績を背景とした業容人員拡大でオフィス需要
は引き続き高く、2018年12月末の空室率は3.0％と予想されている。

出所：森ビル「東京23区の大規模オフィスビル市場動向調査」

見通し

～東京23区では、2018年以降に大規模オフィスビルの大量供給が予定されている～

過去実績
年平均供給量

103万㎡/年

2017年以降
年平均供給量
（見通し）

103万㎡/年
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三鬼商事調査（2017年5月末）
調査対象：都心5区の基準階面積が100坪以上の

主要貸事務所ビル

ビル棟数（ストック） 2,585棟

延床面積(坪) 12,485,162

貸室面積(坪) 7,311,078 ①

空室面積(坪) 249,542 ②

空室率 ②÷①×100＝3.41%

20

オフィスビル賃貸市場② （東京都心5区の平均賃料・平均空室率）

出所：三鬼商事「東京（都心5区）の最新オフィスビル市況」より当社作成

都心5区の空室率は低水準で推移し、2017年5月末時点で3.41％（前年同月比0.64

ポイントの低下）となった。平均募集賃料は、2014年1月より41ヶ月連続で上昇を続
け、 2017年5月末時点で18,801円（前年同月比694円の上昇）となった。

～東京都心5区の大規模・大型オフィスビル平均賃料は上昇を続けるも、上昇のペースは緩い～
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出所：三幸エステート「市況データ」をもとに当社作成

21

小型ビル 14,099円/坪

大規模ビル 27,179円/坪

中型ビル 15,752円/坪

大型ビル 18,970円/坪

2017年5月現在

オフィスビル賃貸市場③ （東京都心5区の平均賃料）

大規模ビル 200坪以上

大型ビル 100坪以上200坪未満

中型ビル 50坪以上100坪未満

小型ビル 20坪以上50坪未満

規模分類（基準階1フロアの面積）

物件規模別のオフィスビル平均賃料は、いずれの規模もリーマンショック前である
2007年12月の水準を回復していない。
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35,000
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2008年

12月

2009年

12月

2010年

12月

2011年

12月

2012年

12月

2013年

12月

2014年

12月

2015年

12月

2016年

12月

2017年

5月

（円/坪） 大規模ビル 大型ビル 中型ビル 小型ビル

2007年

12月

2008年

12月

2009年

12月

2010年

12月

2011年

12月

2012年

12月

2013年

12月

2014年

12月

2015年

12月

2016年

12月

2017年

5月

大規模ビル 34,560 32,483 27,500 24,765 23,799 23,328 23,520 24,786 26,414 26,385 27,179

大型ビル 23,841 23,714 20,630 18,723 17,586 16,764 16,835 17,080 17,930 18,520 18,970

中型ビル 19,171 19,397 17,408 16,185 15,362 14,626 14,433 14,940 14,951 15,320 15,752

小型ビル 16,245 16,886 15,727 14,756 14,239 13,792 13,476 13,238 13,438 13,684 14,099

～東京都心5区の中型・小型オフィスビル平均賃料のボラティリティは小さい～
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出所：三幸エステート「オフィスマーケット調査月報」をもとに当社作成

22

小型ビル 5.32％

大規模ビル 2.47％

中型ビル 3.57％

大型ビル 2.47％

2017年6月現在

オフィスビル賃貸市場④ （東京都心5区の平均空室率)

物件規模別の空室率は2010年以降、いずれの規模も概ね低下傾向が続いている。

大規模ビル 200坪以上

大型ビル 100坪以上200坪未満

中型ビル 50坪以上100坪未満

小型ビル 20坪以上50坪未満

規模分類（基準階1フロアの面積）

0.00％

2.00％

4.00％

6.00％

8.00％

10.00％

12.00％

14.00％

2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年

大規模ビル 大型ビル 中型ビル 小型ビル

2000年

1月

2002年

1月

2004年

1月

2006年

1月

2008年

1月

2010年

1月

2012年

1月

2014年

1月

2016年

1月

2017年

1月

2017年

6月

大規模ビル 4.57％ 3.46％ 7.34％ 2.29％ 1.47％ 6.75％ 5.65％ 5.75％ 2.82％ 2.46％ 2.47％

大型ビル 7.02％ 3.97％ 7.97％ 4.12％ 1.37％ 8.50％ 9.51％ 5.96％ 3.27％ 2.57％ 2.47％

中型ビル 10.28％ 6.42％ 9.27％ 5.38％ 2.44％ 9.25％ 11.69％ 8.96％ 5.22％ 4.18％ 3.57％

小型ビル 10.96％ 8.90％ 9.18％ 6.64％ 4.09％ 10.90％ 11.30％ 9.31％ 6.68％ 5.89％ 5.32％

～東京都心5区の中型・小型オフィスビル空室率は大きく改善～
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首都圏
8,773円/坪

東京都
10,439円/坪

東京23区
10,978円/坪

2017年4月

＊1)首都圏：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

マンション賃貸市場① （ファミリータイプの平均募集賃料）

＊1)

＊2）月額募集賃料を集計

東京23区のマンション平均募集賃料（ファミリータイプ）は、2015年後半から1坪あたり11,000円前後で推移し、高止まりが続
いている。

出所：東京カンテイ 「プレスリリース」をもとに当社作成

～東京23区の賃貸マンション（ファミリータイプ）平均募集賃料は高止まりが続いている～
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マンション賃貸市場② （J-REIT保有の平均稼働率）

24

2017年2月
稼働率

東京都心3区　96.6％

東京23区　97.1％

東京圏　97.4％

名古屋市　94.3％

大阪市　96.5％

福岡市　91.0％

＊2016年8月までは確定値、2016年9月以降は速報値

J-REITが保有する賃貸マンションの稼働率は、一部の都市を除き95％を超える高い水準で推移している。

出所： ARES 「Japan Property Index」より当社作成

～東京23区の賃貸マンション（J-REIT保有）稼働率は95％超が続いている～
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（千円/坪）

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年
2017年

1～4月

木造 525 519 507 505 503 502 505 508 515 517 517 518 521 528 538 546 548 549

鉄骨鉄筋コンクリート造 675 615 645 619 628 613 563 603 757 876 748 788 738 854 913 867 1,019 1,246

鉄筋コンクリート造 603 588 596 593 582 567 590 614 681 724 680 651 641 673 754 794 840 896

鉄骨造 437 451 446 434 431 439 442 448 523 560 539 525 514 543 583 652 674 722

東京オリンピックに向けた建築需要の拡大と人件費の高騰により建築費は上昇を続けている。特に鉄骨鉄筋コンクリート造
の建築費上昇が顕著である。

出所：国土交通省「建築着工統計」より当社作成

建築費坪単価
～建築費の上昇が続いている～
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新築分譲マンションにくらべ割安感のある戸建需要は引き続き強く、2017年1～4月の分譲着工戸数は前年同期比5.0%上昇
の20,167戸となった。

出所：国土交通省「住宅着工統計」より当社作成

新築戸建市場 （首都圏の新築着工件数）

～首都圏では、割安感のある新築戸建需要が強い～
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＊2017年1月時点予測
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新築分譲マンション市場① （首都圏の販売戸数・在庫数・平均契約率）
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（％）（戸） 年間販売戸数 期末販売在庫数 平均契約率

販売戸数 （単位：戸）

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年（予測）

首都圏合計 85,429 84,148 74,463 61,021 43,733 36,376 44,535 44,499 45,602 56,476 44,913 40,449 35,772 38,000

前年比（％） 2.7 -1.5 -11.5 -18.1 -28.3 -16.8 22.4 -0.1 2.5 23.8 -20.5 -9.9 -11.6 6.2

2016年1月～12月の首都圏新築分譲マンション販売戸数は前年比11.6％低下の35,772戸と7年ぶりに4万戸を下回った。
2017年1～4月において、販売戸数は前年同期を上回っているが、初月契約率は好不調の目安となる70％割れが続いている
。

出所：不動産経済研究所「首都圏のマンション市場動向」より当社作成

＊1)首都圏：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

＊1)

～首都圏の新築分譲マンション市場では、初月契約率70％割れが続いている～



Copyright © 2017 TOSEI CORPORATION, All Rights Reserved. 28

新築分譲マンション市場② （首都圏の70㎡換算販売価格）
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首都圏新築分譲マンションの価格は、地価および建築費高騰の価格転嫁により上昇し、概ね5千万円後半で推移している。
駅近で都心へのアクセスの良い物件へ人気が集中し価格が高止まりする一方で、郊外物件は販売が低調となる2極化の傾
向が見られている。

出所：不動産経済研究所「首都圏のマンション市場動向」より当社作成

＊1)首都圏：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

～首都圏の新築分譲マンションの販売価格（70㎡換算）は概ね5千万円台後半で推移～
＊1)
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2016年1～12月の首都圏中古マンション成約戸数は37,189戸となり、前年比で6.9%の増加となった。新築分譲マンション価格の
高騰から、値段が手ごろな中古マンションの需要が高まっており、中古マンションの年間成約戸数が新築分譲マンションの年間
販売戸数を上回った。

29

中古マンション市場① （首都圏の成約戸数）

出所：東日本不動産流通機構「月例速報マーケットウオッチ」より当社作成
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成約戸数 (単位：戸）

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

2016年

1月～4月

2017年

1月～4月

首都圏合計 27,090 28,039 29,378 28,498 28,744 31,183 30,347 28,871 31,397 36,432 33,798 34,776 37,189 13,078 13,204

前年比（％） 3.1 3.5 4.8 -3.0 0.9 8.5 -2.7 -4.9 8.7 16.0 -7.2 2.9 6.9 6.6 1.0

＊1)首都圏：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

～首都圏マンション市場では、中古マンションの成約戸数が新築分譲マンションの販売戸数を上回る～
＊1)
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中古マンション市場② （首都圏の70㎡換算販売価格）
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（万円）

＊1)首都圏：東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県

出所：東京カンテイ 「プレスリリース」をもとに当社作成

新築分譲マンションの販売価格とくらべ、中古マンション販売価格は概ね60～70％と割安で、近年需要がますます高まってき
ている。販売価格（70㎡換算）は3,500万円前後で推移している。

～中古マンションの販売価格は新築分譲マンションの概ね60～70％と割安～
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・・・・・・・・・・・・・

訪日した外国人旅行者は、2016年に初めて2,000万人を超えた。政府は2020年に4,000万人、2030年に6,000万人の訪日外国人旅行者
数の達成を目標にしている。

出所：日本政府観光局「訪日外客数の動向」より当社作成

訪日外国人旅行者数
～訪日外国人旅行者数の目標は、2030年に6,000万人～
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ビジネスホテル平均稼働率

32

出所：国土交通省観光庁「宿泊旅行統計調査」より当社作成

訪日した外国人旅行者の増加と堅調な国内旅行消費を反映し、東京都、大阪府の稼働率は85％を超えている。
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～訪日外国人旅行者の増加等に伴い、東京都のビジネスホテル平均稼働率は85％を超える～
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当資料に記されたトーセイ株式会社の現在の計画・見通し・戦略等のうち歴史的事実でないものは、将来の業績に対する見通しであります。将来の業績に対

する見通しは、将来の営業活動や業績に関する説明における「確信」、「期待」、「計画」、「戦略」、「見込み」、「予測」、「予想」その他これらの類義語を用いた

ものに限定されるものではありません。これらの情報は、現在において入手可能な情報から得られたトーセイ株式会社の経営者の判断に基づいております。

実際の業績は、様々な重要な要素により、これらの業績見通しとは大きく異なる結果となる場合があります。このため、これらの業績見通しのみに全面的に依

拠して投資判断されることは、お控えいただくようお願いいたします。また、新たな情報、将来の事象、その他の結果にかかわらず、常にトーセイ株式会社が

将来の見通しを見直すとは限りません。

当資料は、あくまでトーセイ株式会社をより深く理解していただくためのものであり、必ずしも投資をお勧めするためのものではありません。

今後ともよろしくお願いいたします。

当資料取り扱い上の注意

ＩＲに関するお問い合わせ先

経理部
TEL：03-3435-2865
FAX：03-3435-2866

URL : https://www.toseicorp.co.jp/


